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論文内容の要旨
1970年代以降、アジアにおけるいくつかの国・地域が相次いで高度経済成長を実現し、またその成長が
長期的に維持されていることから、その構造や特徴を探る研究分析が注目を浴びている。具体的な議論の
展開として、政府と企業・市場との関係やその役割、アジア的な価値観・思想的な特殊性など、これらの
特徴をとらえて、「東アジア工業化モデルJと定義されるようになっている。しかしながら、 “東アジア"
といってもそれら一国一地域の発展構造を十把一絡げに浮き彫りにすることは容易ではない。
一方、近年の中国の経済的発展に対しても同様の関心が集まっているが、そこでは中央政府だけではな
く、むしろ地方政府の役割にこそ、その重要性があるといった見方や評価が展開されてきている。当論文
はこのような視点を前提にして、郷鎮企業が中国の経済的発展に対して如何なる役割を果たし、同時にそ
れを可能にした構造一地方政府と郷鎮企業との関係ーとは如何なるものであったのかを上海市と江蘇
省での事例を通じて明らかにしている。
第一章では郷鎮企業研究をサーヴェイし、第二章では中国経済の経済成長の状況、および郷鎮企業の歴
史的制度的な状況の変還などを概観しているO 第三章では上海市郊外に位置するH鎮の社隊企業(郷鎮企
業の前身)が人民公社時期においてすでに国営企業からの業務受託関係を締結していたことを明らかにし
ているO 第四章では人民公社時期の人民公社・生産大隊幹部、および社隊企業従業員、農業従事者の給与
水準を比較することで、与えられた任務や職責に対して如何なるインセンティブが与えられていたのかを
明らかにしている。
第五章では改革・開放後の郷鎮企業のマクロ的な成長を概観するなかで、業種的に競合する国営中小企
業の市場を奪取していく状況を浮き彫りにしている。第六章では郷鎮企業の金融問題に焦点をあて、国営
企業のソフトな予算制約に対して、その直面するハードな予算制約のなかで、知何に資金を調達し、投資
決定を行っているのかを明らかにしているO 第七章では郷鎮企業の所有構造改革(企業自主権の委譲およ
び民営化)の状況とその手続きを分析しているO そのなかで、資本の非公有化(民営化)が実現する一方
で、なお地方政府との関係が維持されていることを明らかにしている。第八章ではなぜ地方政府との関係
を維持せざるを得ないのかを、上海郊外のH鎮の事例から明らかにしている。第九章では同様に、江蘇省
P鎮の事例から明らかにしている。終章では結論を述べているo
論文審査の結果の要旨
以下の理由により、上記論文は課程博士の学位の授与に値するものと判断する。
本論文は以下の各章から構成されている。
第1章は郷鎮企業研究に関わる欧米の文献をサーヴェイしたものである。
? ?
第2章は郷鎮企業がいかなるものであるか、蘇南モデル、温州モデル、珠江モデルの3モデルの発展形
態別特徴を概観したものであるO
第3章は計画経済を実施する人民公社時期にも上海市郊外のH鎮では、国有企業の委託加工業務をおこ
なっており、農民の自発的な市場経済活動が実施されていたことを現地調査により明らかにしている。市
場経済活動が禁止されていた時期にも、のちの郷鎮企業につながる経済活動がおこなわれていたことを明
らかにした研究上の功績は大きいものがあるといえよう。
第4章では 1997年を画期として、郷鎮企業のうち非公有制の郷鎮企業(私営企業、個体企業)が公有制
の郷鎮企業(郷営企業、鎮営企業、村営企業)を企業数、従業員数、生産額、利潤額などのどの指標でも上
回ったことを示したうえで非公有制の郷鎮企業の発展の帰趨が中国の農村経済の将来を決定することを主
張している。
第5章は郷鎮企業が中国経済の中で業種別にどのような市場シェアを占めているかを分析したものであ
る。
第6章と第7章では中国農村における集団所有制の郷鎮企業が所有制改革の名のもとに中国独自の株式
合作制企業へ編成替えしたり、さらには工場長など企業の幹部層への資産売却により私有制企業へ転換し
ている事例を上記上海市郊外のH鎮と常州市P鎮で実態調査を行うことにより明らかにしている。
終章は全体のまとめである。
このように内外に中国郷鎮企業研究の成果が汗牛充棟のなかで従来指摘されることのなかった人民公社
時期の、のちの私営企業につながる農民の市場経済活動の存在を実証したこと、また目下の公有制郷鎮企
業の所有制改革の一端を実証したこと、この 2点において、課程博士の学位に値する優れた業績であると
判断するO
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